
会
社
法
案
は
平
成
１７
年
３
月
２２
日
に
国
会
に
提
出

さ
れ
た
が
、
同
法
案
は
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
１

年
６
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め

る
日
か
ら
施
行
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
（
会
社

法
案
（
以
下
「
法
案
」
と
す
る
）
附
則
１
）。

「
会
計
参
与
は
、
会
計
に
関
す
る
専
門
的
識
見
を

有
す
る
税
理
士
を
活
用
し
て
、
商
法
の
規
律
に
お
け

る
職
務
を
行
わ
せ
る
こ
と
を
期
待
し
て
提
案
さ
れ
て

い
る
も
の
で
あ
り
‥
‥
」
と
日
本
税
理
士
会
連
合
会

が
作
成
し
た
会
計
参
与
制
度
Ｑ
＆
Ａ
１７
（
以
下
「
日

税
連
Ｑ
＆
Ａ
」と
す
る
）で
は
説
明
さ
れ
て
い
る
が
、

税
理
士
だ
け
で
な
く
公
認
会
計
士
（
そ
れ
ぞ
れ
法
人

を
含
む
）
も
選
任
資
格
が
あ
り
、
む
し
ろ
公
認
会
計

士
（
あ
る
い
は
監
査
法
人
）
に
と
っ
て
使
い
勝
手
の

よ
い
制
度
と
の
意
見
も
あ
る
。

本
稿
で
は
、
公
表
さ
れ
た
法
案
と
法
案
公
表
前
の

会
社
法
制
の
現
代
化
に
関
す
る
要
綱
・
補
足
説
明
・

日
税
連
Ｑ
＆
Ａ
等
（
以
下
「
要
綱
等
」
と
す
る
）
と

を
比
較
し
つ
つ
、
会
計
参
与
制
度
の
疑
問
点
を
含
め

内
容
確
認
を
行
う
。

�

法
案
に
お
け
る
会
計
参
与
制
度
に
関
す
る
規
定

会
計
参
与
制
度
は
、「
税
理
士
及
び
公
認
会
計
士
と

い
う
一
定
の
資
格
者
が
就
任
す
る
こ
と
を
前
提
に

し
、
株
式
会
社
の
内
部
機
関
と
し
て
位
置
付
け
つ
つ

も
、
内
部
の
機
関
か
ら
の
独
立
性
を
確
保
し
、
い
わ

ば
社
外
取
締
役
と
同
様
の
立
場
に
立
ち
、
‥
‥
計
算

書
類
の
記
載
の
正
確
さ
に
対
す
る
信
頼
性
を
高
め
、

株
主
・
会
社
債
権
者
の
保
護
及
び
利
便
に
資
す
る
こ

と
を
目
的
と
す
る
も
の
（
日
税
連
Ｑ
＆
Ａ
１
）」
と

説
明
さ
れ
て
い
る
。

会
計
参
与
設
置
会
社
と
は
、
会
計
参
与
を
置
く
株

式
会
社
を
い
う
（
法
案
２
条
八
号
）
と
規
定
さ
れ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
合
同
会
社
等
の
持
分
会
社
に
は
な

い
株
式
会
社
固
有
の
制
度
と
い
え
る
。

法
案
に
お
け
る
会
計
参
与
制
度
に
関
す
る
規
定

は
、
第
二
編
・
第
四
章
・
第
六
節
会
計
参
与
（
法
案

３
７
４
条
〜
３
８
０
条
）
以
外
に
、
取
締
役
等
（
法

案
３
１
４
条
）
・
役
員
（
法
案
３
２
９
条
）
・
役
員

等
（
法
案
３
３
０
条
・
４
２
３
条
）
・
社
外
取
締
役

等
（
法
案
４
２
７
条
）
と
い
う
文
言
に
も
会
計
参
与

が
含
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
一
覧
に
す
る
と
〈
表
〉
の

よ
う
に
な
る
。

﹇
会
計
参
与
制
度
関
連
法
案
﹈

第
一
編

総
則

第
一
章

通
則

第
２
条
（
定
義
）

第
二
編

株
式
会
社

第
四
章

機
関

第
一
節

株
主
総
会
及
び
種
類
株
主
総
会

第
３
１
４
条
（
取
締
役
等
の
説
明
義
務
）

第
二
節

株
主
総
会
以
外
の
機
関
の
設
置

第
３
２
６
条
（
株
主
総
会
以
外
の
機
関
の
設

置
）

第
３
２
９
条
（
選
任
）

第
３
３
０
条
（
株
式
会
社
と
役
員
等
と
の
関

係
）

第
三
節

役
員
及
び
会
計
監
査
人
の
選
任
及
び

解
任

第
３
３
３
条
（
会
計
参
与
の
資
格
等
）

第
３
３
４
条
（
会
計
参
与
の
任
期
）

第
３
４
５
条
（
会
計
参
与
等
の
選
任
等
に
つ

い
て
の
意
見
の
陳
述
）

第
六
節

会
計
参
与

第
３
７
４
条
（
会
計
参
与
の
権
限
）

第
３
７
５
条
（
会
計
参
与
の
報
告
義
務
）

第
３
７
６
条
（
取
締
役
会
へ
の
出
席
）

第
３
７
７
条
（
株
主
総
会
に
お
け
る
意
見
の

陳
述
）

第
３
７
８
条
（
会
計
参
与
に
よ
る
計
算
書
類

等
の
備
置
き
等
）

第
３
７
９
条
（
会
計
参
与
の
報
酬
等
）

第
３
８
０
条
（
費
用
等
の
請
求
）

第
十
一
節

役
員
等
の
損
害
賠
償
責
任

第
４
２
３
条
（
役
員
等
の
株
式
会
社
に
対
す

る
損
害
賠
償
責
任
）

第
４
２
４
条
（
株
式
会
社
に
対
す
る
損
害
賠

償
責
任
の
免
除
）

第
４
２
５
条
（
責
任
の
一
部
免
除
）

第
４
２
７
条
（
責
任
限
定
契
約
）

第
４
２
９
条
（
役
員
等
の
第
三
者
に
対
す
る

損
害
賠
償
責
任
）

第
４
３
０
条
（
役
員
等
の
連
帯
責
任
）

第
七
編

雑
則

第
四
章

登
記

第
二
節

会
社
の
登
記

第
９
１
１
条
（
株
式
会
社
の
設
立
の
登
記
）

第
八
編

罰
則

第
９
６
０
条
（
取
締
役
等
の
特
別
背
任
罪
）

第
９
６
２
条
（
未
遂
罪
）

第
９
６
３
条
（
会
社
財
産
を
危
う
く
す
る

罪
）

第
９
７
０
条
（
株
主
の
権
利
の
行
使
に
関
す

る
利
益
供
与
の
罪
）

第
９
７
２
条
（
法
人
に
お
け
る
罰
則
の
適

用
）

第
９
７
５
条
（
両
罰
規
定
）

第
９
７
６
条
（
過
料
に
処
す
べ
き
行
為
）

�

法
案
・
要
綱
等
に
よ
る
会
計
参
与
制
度
の
内
容

確
認

①

会
計
参
与
の
選
任

役
員
（
会
計
参
与
が
含
ま
れ
る
）
及
び
会
計
監

査
人
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
選
任
さ
れ

る
が
（
法
案
３
２
９
条
１
項
）、役
員
の
員
数
を
欠

く
こ
と
と
な
る
と
き
に
備
え
て
補
欠
の
役
員
を
選

任
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
案
３
２
９
条
２
項
）。

本
規
定
は
、
実
務
界
（
上
場
会
社
等
）
か
ら
「
補

欠
監
査
役
を
予
選
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
の
明

確
化
」
の
要
望
が
出
さ
れ
て
い
た
こ
と
に
よ
る
も

の
で
あ
ろ
う
が
、
役
員
に
は
監
査
役
だ
け
で
な
く

取
締
役
・
会
計
参
与
も
含
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
会

計
参
与
も
補
欠
の
選
任
が
で
き
る
こ
と
に
な
る
。

し
た
が
っ
て
、
選
任
さ
れ
た
会
計
参
与
が
取
締

役
と
共
同
し
て
計
算
書
類
を
作
成
す
る
際
、
意
見

を
異
に
し
て
会
計
参
与
が
辞
任
す
る
場
合
に
備

え
、
会
計
参
与
の
補
欠
を
選
任
す
る
こ
と
も
可
能

と
な
る
。

②

会
計
参
与
と
株
式
会
社
の
関
係

日
税
連
Ｑ
＆
Ａ
１５
で
は
、
会
計
参
与
と
株
式
会

社
と
の
関
係
に
つ
い
て
「
雇
用
関
係
に
準
ず
る
会

社
と
の
委
任
関
係
」
と
説
明
さ
れ
て
い
た
が
、
法

案
で
は
単
に
「
委
任
に
関
す
る
規
定
に
従
う
（
法

案
３
３
０
条
）」
と
さ
れ
て
い
る
。

③

会
計
参
与
に
選
任
さ
れ
た
税
理
士
法
人
等
の
株

式
会
社
へ
の
通
知

会
計
参
与
に
選
任
さ
れ
た
監
査
法
人
又
は
税
理

士
法
人
は
、
そ
の
社
員
の
中
か
ら
会
計
参
与
の
職

務
を
行
う
べ
き
者
を
選
定
し
、
こ
れ
を
株
式
会
社

に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
案
３
３
３
条

２
項
）。

選
定
さ
れ
た
社
員
の
株
式
会
社
へ
の
通
知
の
方

法
は
規
定
さ
れ
て
い
な
い
が
、
書
面
に
よ
る
べ
き

で
あ
ろ
う
か
。

な
お
、
会
計
参
与
設
置
会
社
は
、
そ
の
旨
及
び

会
計
参
与
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
計
算
書
類
等
の

備
置
き
場
所
は
登
記
事
項
と
さ
れ
て
い
る
が
（
法

案
９
１
１
条
３
項
１６
号
）、会
計
参
与
の
職
務
を
行

う
税
理
士
法
人
等
の
社
員
の
氏
名
は
登
記
事
項
と

さ
れ
て
い
な
い
。

④

会
計
参
与
が
作
成
す
る
計
算
書
類
等

会
計
参
与
は
、
取
締
役
等
と
共
同
し
て
、
計
算

書
類
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
、
臨
時
計
算
書
類
並

び
に
連
結
計
算
書
類
を
作
成
す
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
会
計
参
与
は
、
会
計
参
与
報
告
書
を
作

成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
案
３
７
４
条
１

項
）。計算

書
類
と
は
、
貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書

そ
の
他
株
式
会
社
の
財
産
及
び
損
益
の
状
況
を
示

す
た
め
に
必
要
か
つ
適
当
な
も
の
を
い
う
（
法
案

４
３
５
条
２
項
）。

会
計
参
与
が
共
同
し
て
作
成
す
る
計
算
書
類
等

の
う
ち
、
会
計
参
与
報
告
書
（
法
案
３
７
４
条
１

項
）
並
び
に
株
式
会
社
の
財
産
及
び
損
益
の
状
況

を
示
す
た
め
に
必
要
か
つ
適
当
な
も
の
（
法
案

４
３
５
条
２
項
）
に
つ
い
て
は
法
務
省
令
で
定
め

ら
れ
る
た
め
現
時
点
で
詳
細
は
不
明
で
あ
る
が
、

会
計
参
与
報
告
書
の
記
載
事
項
は
、
会
計
処
理
に

関
す
る
事
項
、
計
算
書
類
を
共
同
作
成
す
る
際
に

問
題
と
な
っ
た
事
項
（
取
締
役
・
執
行
役
と
意
見

を
異
に
し
た
事
項
を
含
む
）等
と
さ
れ
て
い
る〔
法

務
省
民
事
局
参
事
官
室
・
会
計
参
与
（
仮
称
）
Ｑ

＆
Ａ
１６
〕。

⑤

会
計
参
与
の
権
限

会
計
参
与
は
、
そ
の
職
務
を
行
う
た
め
に
必
要

が
あ
る
と
き
は
、
会
計
参
与
設
置
会
社
の
子
会
社

に
対
し
て
会
計
に
関
す
る
報
告
を
求
め
、
又
は
会

計
参
与
設
置
会
社
若
し
く
は
そ
の
子
会
社
の
業
務

及
び
財
産
の
状
況
の
調
査
を
す
る
こ
と
が
で
き
る

（
法
案
３
７
４
条
３
項
）。

会
計
参
与
設
置
会
社
に
は
会
計
参
与
の
申
出
を

拒
む
こ
と
が
で
き
る
規
定
は
な
い
が
、
会
計
参
与

設
置
会
社
の
子
会
社
は
正
当
な
理
由
が
あ
る
と
き

は
、
報
告
又
は
調
査
を
拒
む
こ
と
が
で
き
る
（
法

案
３
７
４
条
４
項
）。子
会
社
に
お
け
る
正
当
な
理

由
と
は
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
ケ
ー
ス
が
想
定

さ
れ
る
の
で
あ
ろ
う
か
。

会
計
参
与
が
、
会
計
参
与
設
置
会
社
の
適
正
な

計
算
書
類
等
を
作
成
す
る
た
め
必
要
な
も
の
と
し

て
そ
の
子
会
社
に
報
告
又
は
調
査
を
求
め
た
と
き

に
、
子
会
社
に
そ
れ
を
拒
む
こ
と
が
で
き
る
正
当

な
理
由
が
あ
る
の
だ
ろ
う
か
（
会
計
監
査
人
の
権

限
（
法
案
３
９
６
条
３
項
・
４
項
）
に
も
同
様
の

規
定
が
あ
る
）。

ま
た
、
会
計
参
与
は
、
子
会
社
が
拒
ん
だ
こ
と

を
取
締
役
会
及
び
株
主
総
会
に
お
い
て
報
告
義
務

が
あ
る
の
だ
ろ
う
か
（
法
案
３
７
６
条
１
項
・

３
７
７
条
１
項
）。

さ
ら
に
、
子
会
社
が
報
告
又
は
調
査
を
拒
ん
だ

こ
と
に
よ
り
、
会
計
参
与
設
置
会
社
の
計
算
書
類

等
の
適
正
性
が
損
な
わ
れ
た
と
し
て
も
、
会
計
参

与
報
告
書
に
そ
の
旨
を
記
載
す
る
こ
と
に
よ
り
、

会
計
参
与
の
損
害
賠
償
責
任
は
免
除
さ
れ
る
と
考

え
て
よ
い
の
だ
ろ
う
か
。

⑥

会
計
参
与
の
職
務
遂
行
に
お
け
る
他
の
税
理
士

の
使
用

会
計
参
与
は
、
そ
の
職
務
を
行
う
に
あ
た
っ
て

は
、
業
務
停
止
中
の
税
理
士
を
使
用
し
て
は
な
ら

な
い
と
す
る
規
定
が
あ
る
（
法
案
３
７
４
条
５

項
）。そ
う
す
る
と
、
業
務
停
止
中
で
な
い
税
理
士

で
あ
れ
ば
、
会
計
参
与
は
業
務
遂
行
の
た
め
に
使

用
で
き
る
と
考
え
て
よ
い
の
だ
ろ
う
か
。

可
能
で
あ
れ
ば
、
会
計
参
与
に
選
任
さ
れ
た
税

理
士
が
他
の
税
理
士
を
使
用
す
る
場
合
、
会
計
参

与
自
身
が
行
う
べ
き
職
務
と
他
の
税
理
士
を
使
用

し
て
差
し
支
え
な
い
職
務
の
範
囲
が
設
定
さ
れ
る

の
だ
ろ
う
か
。

ま
た
、
他
の
税
理
士
は
、
社
員
税
理
士
だ
け
で

な
く
補
助
税
理
士
で
も
よ
い
の
か
等
の
疑
問
が
生

じ
る
。

⑦

会
計
参
与
が
取
締
役
と
意
見
を
異
に
す
る
場
合

計
算
書
類
等
の
作
成
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て

会
計
参
与
が
取
締
役
と
意
見
を
異
に
す
る
と
き

は
、
会
計
参
与
は
、
株
主
総
会
に
お
い
て
意
見
を

述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
が
（
法
案
３
７
７
条
１

項
）、計
算
書
類
等
の
作
成
段
階
に
お
い
て
「
意
見

を
異
に
す
る
と
き
」
の
調
整
は
ど
の
よ
う
に
行
う

の
で
あ
ろ
う
か
。

ま
た
、
意
見
を
異
に
し
つ
つ
作
成
さ
れ
た
計
算

書
類
等
は
、
取
締
役
の
意
見
を
反
映
し
た
も
の
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
会
計
参
与
の
損
害
賠
償
責
任
は

免
除
さ
れ
る
の
で
あ
ろ
う
か
。

現
実
的
に
は
、
意
見
を
異
に
す
る
事
態
が
解
消

さ
れ
な
け
れ
ば
、
会
計
参
与
は
株
主
総
会
に
お
い

て
意
見
を
陳
述
す
る
こ
と
な
く
辞
任
す
る
場
合
が

多
い
の
で
は
な
い
か
と
も
推
測
さ
れ
る
。

⑧

会
計
参
与
に
よ
る
計
算
書
類
等
の
開
示

要
綱
等
で
は
、
会
計
参
与
に
よ
る
会
計
参
与
設

置
会
社
の
株
主
及
び
債
権
者
に
対
す
る
計
算
書
類

等
の
開
示
義
務
に
つ
い
て
説
明
さ
れ
て
い
た
が
、

会
計
参
与
設
置
会
社
の
親
会
社
社
員
に
つ
い
て
も

一
定
の
場
合
（
親
会
社
社
員
が
裁
判
所
の
許
可
を

得
た
と
き
）に
も
開
示
義
務
が
あ
る（
法
案
３
７
８

条
３
項
）。

⑨

会
計
参
与
の
損
害
賠
償
責
任

会
計
参
与
の
責
任
は
、会
社
に
対
す
る
責
任（
法

案
４
２
３
条
〜
４
２
６
条
・
４
３
０
条
）
と
第
三

者
に
対
す
る
責
任
（
法
案
４
２
９
条
・
４
３
０

条
）
が
あ
る
。

会
計
参
与
は
、
取
締
役
等
と
共
同
し
て
計
算
書

類
等
を
作
成
す
る
こ
と
等
の
職
務
か
ら
株
式
会
社

の
内
部
機
関
と
位
置
付
け
ら
れ
る
が
（
日
税
連
Ｑ

Ａ
１４
で
は
「
‥
‥
会
計
参
与
の
場
合
、
社
外
取
締

役
と
同
様
、
業
務
執
行
機
関
で
は
な
い
の
で
‥

‥
」
と
記
述
さ
れ
て
い
る
）、損
害
賠
償
責
任
に
関

し
て
は
会
計
監
査
人
と
同
様
に
社
外
取
締
役
等
と

し
て
扱
わ
れ
て
い
る
。

⑩

会
計
参
与
に
対
す
る
罰
則

会
計
参
与
に
は
、
自
己
若
し
く
は
第
三
者
の
利

益
を
図
り
又
は
株
式
会
社
に
損
害
を
加
え
る
目
的

で
、
そ
の
任
務
に
背
く
行
為
を
し
、
当
該
株
式
会

社
に
財
産
上
の
損
害
を
加
え
た
と
き
は
、
１０
年
以

下
の
懲
役
若
し
く
は
千
万
円
以
下
の
罰
金
に
処

し
、
又
は
こ
れ
を
併
科
す
る
（
法
案
９
６
０
条
）

等
の
罰
則
規
定
が
設
け
ら
れ
る
。

〈
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「
会
社
法
制
の
現
代
化
に
関
す
る
要
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試
案
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明
」
法
務
省
民
事
局
参
事
官
室

「
会
計
参
与
制
度
Ｑ
＆
Ａ
」
日
本
税
理
士
会
連
合
会

「
会
計
参
与
（
仮
称
）
Ｑ
＆
Ａ
」
法
務
省
民
事
局
参

事
官
室

「
会
社
法
制
の
現
代
化
に
関
す
る
要
綱
」法
制
審
議
会

（
学
会
３
月
月
次
研
究
会
よ
り
）

会
計
参
与
制
度
に
関
す
る

会
社
法
案
を
読
ん
で

中島孝一［神田］

第５８０号 （４）２００５年〔平成１７年〕５月１日〔日曜日〕




